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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのモータと、
　情報を書き込み可能な不揮発性メモリと、
　所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を前記不揮発性メモリに書き込む書き込
み手段と、
　電源から供給された電力を前記書き込み手段に供給する電源電力供給手段と、
　前記モータが停止するまでに発生する回生電力を前記モータから取り出す回生手段と、
　前記電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、前記回生手段により前
記モータから取り出された回生電力を前記書き込み手段に供給し、前記不揮発性メモリへ
の書き込みを実行させる回生電力供給手段と、
　前記電源電力供給手段から前記書き込み手段への電力供給と前記回生電力供給手段から
前記書き込み手段への電力供給とのいずれかの選択を行う、最大値選択回路を有する選択
手段と、
を備える、画像形成装置。
【請求項２】
　少なくとも１つのモータと、
　情報を書き込み可能な不揮発性メモリと、
　所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を前記不揮発性メモリに書き込む書き込
み手段と、
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　電源から供給された電力を前記書き込み手段に供給する電源電力供給手段と、
　前記モータが停止するまでに発生する回生電力を前記モータから取り出す回生手段と、
　前記電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、前記回生手段により前
記モータから取り出された回生電力を前記書き込み手段に供給し、前記不揮発性メモリへ
の書き込みを実行させる回生電力供給手段と、
　前記書き込み手段が書き込む必要のある情報を全て前記不揮発性メモリに書き込むため
に要するバックアップ処理時間を算出する第１の算出手段と、
　前記モータの駆動状態に基づいて、前記回生電力供給手段が前記書き込み手段へ電力を
供給可能な電力供給時間を算出する第２の算出手段と、を備え、
　前記書き込み手段は、前記第１の算出手段により算出されたバックアップ処理時間が前
記第２の算出手段により算出された電力供給時間を超えたとき、少なくとも前記バックア
ップ処理時間が前記電力供給時間以下になるまで、前記不揮発性メモリへの書き込みを行
う、画像形成装置。
【請求項３】
　前記不揮発性メモリは、前記画像形成装置にセットされて用いられる消耗品に搭載され
ており、
　前記書き込み手段は、前記消耗品の制御に関する情報を前記不揮発性メモリにバックア
ップする、請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記不揮発性メモリは、前記画像形成装置本体に搭載されており、
　前記書き込み手段は、画像を形成するためのプリント部の制御に関する情報を前記不揮
発性メモリにバックアップする、請求項１～３のいずれかに記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記回生電力供給手段は、前記モータのうち少なくとも１つが駆動している状態で、前
記電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、前記書き込み手段に前記不
揮発性メモリへの書き込みを実行させる、請求項１～４のいずれかに記載の画像形成装置
。
【請求項６】
　前記画像形成装置の制御状態に基づいて、前記書き込み手段が前記不揮発性メモリに書
き込むための情報を常時算出しておく第３の算出手段をさらに備え、
　前記書き込み手段は、前記不揮発性メモリへの書き込み時に、前記第３の算出手段によ
り算出された情報を書き込む、請求項１～５のいずれかに記載の画像形成装置。
【請求項７】
　給紙トレイに載置された用紙と画像を形成する記録手段との少なくとも一方を移動させ
てその用紙に画像を形成する、請求項１～６のいずれかに記載の画像形成装置。
【請求項８】
　少なくとも１つのモータと、
　情報を書き込み可能な不揮発性メモリと、
　所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を前記不揮発性メモリに書き込む書き込
み手段と、
　電源から供給された電力を前記書き込み手段に供給する電源電力供給手段と、
　前記モータが停止するまでに発生する回生電力を前記モータから取り出す回生手段と、
　前記電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、前記回生手段により前
記モータから取り出された回生電力を前記書き込み手段に供給し、前記不揮発性メモリへ
の書き込みを実行させる回生電力供給手段と、
を備える画像形成装置の制御方法であって、
　前記書き込み手段が書き込む必要のある情報を全て前記不揮発性メモリに書き込むため
に要するバックアップ処理時間を算出する第１のステップと、
　前記モータの駆動状態に基づいて、前記回生電力供給手段が前記書き込み手段へ電力を
供給可能な電力供給時間を算出する第２のステップと、
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　前記第１のステップで算出されたバックアップ処理時間が前記第２のステップで算出さ
れた電力供給時間を超えたと判断したとき、少なくとも前記バックアップ処理時間が前記
電力供給時間以下になるまで、前記不揮発性メモリへの書き込みを行うステップとを備え
る、画像形成装置の制御方法。
【請求項９】
　少なくとも１つのモータと、
　情報を書き込み可能な不揮発性メモリと、
　所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を前記不揮発性メモリに書き込む書き込
み手段と、
　電源から供給された電力を前記書き込み手段に供給する電源電力供給手段と、
　前記モータが停止するまでに発生する回生電力を前記モータから取り出す回生手段と、
　前記電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、前記回生手段により前
記モータから取り出された回生電力を前記書き込み手段に供給し、前記不揮発性メモリへ
の書き込みを実行させる回生電力供給手段と、
を備える画像形成装置の制御プログラムであって、
　前記書き込み手段が書き込む必要のある情報を全て前記不揮発性メモリに書き込むため
に要するバックアップ処理時間を算出する第１のステップと、
　前記モータの駆動状態に基づいて、前記回生電力供給手段が前記書き込み手段へ電力を
供給可能な電力供給時間を算出する第２のステップと、
　前記第１のステップで算出されたバックアップ処理時間が前記第２のステップで算出さ
れた電力供給時間を超えたと判断したとき、少なくとも前記バックアップ処理時間が前記
電力供給時間以下になるまで、前記不揮発性メモリへの書き込みを行うステップとをコン
ピュータに実行させる、画像形成装置の制御プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、画像形成装置、画像形成装置の制御方法、及び画像形成装置の制御プログ
ラムに関し、特に、動作情報の管理機能を有する画像形成装置、画像形成装置の制御方法
、及び画像形成装置の制御プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　用紙に画像を形成（プリント）する画像形成装置（スキャナ機能、ファクシミリ機能、
複写機能、プリンタとしての機能、データ通信機能、及びサーバ機能を備えたＭＦＰ（Ｍ
ｕｌｔｉ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎ　Ｐｅｒｉｐｈｅｒａｌ）、ファクシミリ装置、複写機、プ
リンタなど）においては、画像形成に用いられる駆動力を発生するモータが用いられてい
る。このようなモータとしては、例えば、用紙を搬送するローラを駆動するモータや、プ
リントエンジン部を駆動するモータなどが挙げられる。
【０００３】
　図８は、従来の画像形成装置の駆動系の回路構成の一例を示すブロック図である。
【０００４】
　画像形成装置は、電源部（低圧電源部）８００と、駆動部８１０と、制御部８２０とを
備える。駆動部８１０及び制御部８２０は、電源部８００から電源が供給されて駆動され
る。
【０００５】
　電源部８００は、電源プラグ８０１から商用電源が入力されて駆動される。電源部８０
０は、主電源スイッチ８０３と、整流部８０５と、ＤＣ－ＤＣコンバータ８０７とを有し
ている。主電源スイッチ８０３は、交流電源の入力の通電／遮断を切り替える。電源部８
００は、入力された交流を整流部８０５で直流に変換し、その直流の電圧をＤＣ－ＤＣコ
ンバータ８０７で変換して出力する。ＤＣ－ＤＣコンバータ８０７は、２４Ｖの直流電圧
を駆動部８１０に出力し、また、３．３Ｖの直流電圧を制御部８２０に出力する。
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【０００６】
　駆動部８１０は、モータ８１１～８１５を有する。モータ８１１～８１５は、用紙の搬
送動作やその他のプリント動作に駆動力を供給する。モータ８１１～８１５は、それぞれ
、ＤＣ－ＤＣコンバータ８０７から出力された直流が供給されて、制御部８２０からの制
御指示の下で駆動される。
【０００７】
　制御部８２０は、制御デバイス８２１と、不揮発性メモリ８２３とを有している。制御
デバイス８２１は、不揮発性メモリ８２３と通信して制御プログラムの読み込みやデータ
の書き込みを行い、駆動部８１０や画像形成装置の他の部位の制御を行う。
【０００８】
　制御デバイス８２１は、画像形成装置の動作情報の管理を行う。動作情報の管理として
は、トナーカートリッジなどの消耗品８３０についての寿命管理などが挙げられる。動作
情報の管理は、例えば以下のようにして行われる。すなわち、制御デバイス８２１は、不
揮発性メモリ８２３や、消耗品８３０の内部に設けられている不揮発性メモリ８３１に、
動作情報をバックアップする。動作情報のバックアップ処理は、所定枚数のプリントを行
う度に行われる。動作情報としては、プリント数を加算した通算プリント枚数のカウント
値などが挙げられる。制御デバイス８２１は、動作情報のカウント値が所定の基準値に到
達したときなどに、その消耗品８３０の寿命が尽きたと判断する。
【０００９】
　このようなバックアップ処理を頻繁に（例えば１枚のプリント毎に）行うと、制御デバ
イス８２１の処理負荷が高くなる。これに対し、例えば１つのジョブが終了する度にバッ
クアップ処理を行うことにより、制御デバイス８２１の処理負荷を低減することができる
。制御デバイス８２１の処理負荷を低減することにより、制御デバイス８２１として安価
なものを用いることができる。また、画像形成装置の消費電力を低減することができる。
【００１０】
　下記特許文献１には、主電源スイッチが切られたとき、装置表示部にＬＥＤやブザー等
で注意を促す表示を行う画像形成装置が開示されている。画像形成装置は、慣性により回
転を継続するポリゴンモータの逆起電圧を利用して注意表示を行い、ポリゴンモータの停
止時間を早める。また、画像形成装置は、注意表示を行うことにより、ポリゴンモータが
停止するまでの間に、装置に振動などが加えられることを防止する。これにより、画像形
成装置は、ポリゴンミラーユニットの破損を防止する。
【００１１】
　また、下記特許文献２には、モータ等のアクチュエータの逆起電力や回生電力により２
次電池を充電する画像形成装置が開示されている。画像形成装置は、モータ起動時などに
２次電池を補助電源として動作させ、ＡＣ電源ラインへの負担を低減する。画像形成装置
は、回生電力などを用いて、２次電池を効率的に充電することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開平９－１８５００４号公報
【特許文献２】特開２００７－１７８６３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　ところで、上記のような画像形成装置では、主電源のオフや、停電による画像形成装置
への給電停止などにより、モータへの給電が停止することがある。プリント中にモータへ
の電源供給が遮断されると、そのモータが停止し、画像形成動作途中の状態で動作が停止
する。例えば、上述の図８に示すような回路構成を有する画像形成装置において、停電な
どにより商用電源からの電源が供給されなくなったり、主電源スイッチ８０３がオフとな
り商用電源の供給が遮断されると、電源部８００から駆動部８１０及び制御部８２０への
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直流電圧が出力されなくなる。そのため、電源部８００からの２４Ｖの直流電圧を駆動電
力とするモータ８１１～８１５が停止する。また、同様に３．３Ｖの直流電圧の供給を失
った制御部８２０も、動作を停止する。したがって、モータ８１１～８１５による駆動力
が失われ、また、制御部８２０による制御も行われなくなり、画像形成装置は動作を停止
する。
【００１４】
　このように画像形成装置が動作を停止すると、動作情報のバックアップ処理に関し、以
下の問題が生じる。例えば、消耗品８３０の寿命管理について説明する。画像形成動作時
においては、トナーが消費されたり、機械的ストレスなどを受けて感光体が摩耗、劣化し
たり、各部の寿命状態が常に変化する。そのため、不揮発性メモリ８３１に記録している
動作情報（寿命情報）を例えばジョブの終了毎に更新する場合、画像形成動作途中で電源
供給が遮断されると、不揮発性メモリ８３１にバックアップされている寿命情報と実際の
寿命状態とに誤差が生じる。すなわち、動作情報を前回更新してから電源供給が遮断され
るまで寿命状態が変化している一方で、電源供給が停止されることよって、その間の動作
に対応する寿命情報が不揮発性メモリ８３１に反映されなくなる。
【００１５】
　電源供給の停止の発生回数が多くなると、バックアップされている寿命情報と実際の寿
命状態との誤差が、積み重なって増大する。したがって、バックアップされている寿命情
報に基づいて判断すれば寿命が尽きていなくても、消耗品８３０の実際の寿命は尽きてい
る状態が発生する。この場合、消耗品８３０がその寿命を超えて使用されるため、適正に
画像を形成することができなくなるおそれがある。
【００１６】
　上記問題点に対し、寿命情報の更新を頻繁に行えば、上記誤差は小さくなる。しかしな
がら、この場合、上述のように制御デバイス８２１の処理負担が増大するという問題があ
る。また、電池やキャパシタなどの蓄電装置を設け、その蓄電装置から供給される電力に
より寿命情報の更新を行うようにすれば、上記誤差は生じない。しかしながら、この場合
、画像形成装置の製造コストが高くなる。
【００１７】
　また、上記のように誤差が生じることを見込んで、寿命を判断するための基準値を、実
際の寿命に対して大きなマージンを有するように設定することが考えられる。これにより
、上記誤差がある程度発生しても、実際の寿命の範囲内で消耗品８３０を使用することが
できる。しかしながら、このように寿命の基準値に大きなマージンを設けると、基準値よ
り長寿命の消耗品８３０を製造する必要があり、消耗品８３０の製造コストが高くなる。
【００１８】
　以下に、消耗品８３０の１つである感光体について、この問題の具体例を示す。すなわ
ち、感光体の寿命状態は、感光体の回転時間をその不揮発性メモリ８３１に保存すること
で管理する。すなわち、感光体の回転時間は、感光体についての寿命情報であって動作情
報である。主電源スイッチ８０３のオフや停電が発生すると、前回寿命情報が書き込まれ
た時点からの状態変化は、寿命情報に反映されない。そのため、不揮発性メモリ８３１へ
の書き込み周期は短いほうが好ましい。しかしながら、書き込み周期を短くすると、制御
デバイス８２１の処理負荷が増加する。したがって、実際の寿命管理は、例えば６０秒間
回転する毎に、不揮発性メモリ８３１に感光体の回転時間をカウントアップして行ってい
る。
【００１９】
　このように６０秒間回転する毎にバックアップ処理を行う場合において、例えば前回の
書き込み時点から画像形成装置が動作している状態で３０秒間が経過したタイミングで上
記のように電源供給が遮断されたときを想定する。この場合、不揮発性メモリ８３１内に
バックアップされている感光体の回転時間は、実際の感光体の駆動量よりも３０秒間だけ
少ないものになる。このような誤差が何度も積み重なると、両者の誤差は大きくなる。
【００２０】
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　例えば、感光体の寿命は、２０００分間（駆動時間）であるとする。６秒間の駆動で１
枚印字できるとした場合、寿命を印字可能な枚数に換算すると、寿命は２００００枚とな
る。この数値が、例えば製品カタログなどに記載される。１日につき１００枚印字すると
したならば、感光体は１日につき１０分間駆動される。このような使用環境において、１
日につき、駆動量の誤差が３０秒間生じるような電源供給の遮断が１回発生すると、５％
分だけ実際の感光体の駆動量が多くなる。
【００２１】
　この誤差を考慮して、上述のように寿命の基準値にマージンを持たせる場合、実際の寿
命が２００００枚であれば、１９０００枚程度を寿命の基準値とする必要がある。換言す
ると、寿命の基準値として２００００枚を確保する場合には、それに５％分を加算した２
１０００枚を実際の寿命として許容できる感光体を用いる必要がある。したがって、感光
体の製造コストが増大する。
【００２２】
　このような問題は、寿命管理のみならず、画像形成装置の制御に関してその動作情報を
管理するような場合において共通に発生する問題である。すなわち、上記のように電源供
給が遮断されることにより、実施の動作状態と、不揮発性メモリにバックアップされた動
作情報とに誤差が生じる。その誤差により、動作不良が発生したり、それを防止するため
のコストが増大したりする。
【００２３】
　なお、上記特許文献１及び２には、上記のように動作情報が実際の動作状態と異なって
しまうことに対する有効な解決策は何ら開示されていない。
【００２４】
　この発明はそのような問題点を解決するためになされたものであり、プリント中に給電
が停止されても、確実に動作情報の管理を行うことができる画像形成装置、画像形成装置
の制御方法、及び画像形成装置の制御プログラムを提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　上記目的を達成するためこの発明のある局面に従うと、画像形成装置は、少なくとも１
つのモータと、情報を書き込み可能な不揮発性メモリと、所定のタイミングで画像形成装
置内の動作情報を不揮発性メモリに書き込む書き込み手段と、電源から供給された電力を
書き込み手段に供給する電源電力供給手段と、モータが停止するまでに発生する回生電力
をモータから取り出す回生手段と、電源電力供給手段による電力供給が行われなくなった
とき、回生手段によりモータから取り出された回生電力を書き込み手段に供給し、不揮発
性メモリへの書き込みを実行させる回生電力供給手段と、電源電力供給手段から書き込み
手段への電力供給と回生電力供給手段から書き込み手段への電力供給とのいずれかの選択
を行う、最大値選択回路を有する選択手段と、を備える。
　この発明の他の局面に従うと、画像形成装置は、少なくとも１つのモータと、情報を書
き込み可能な不揮発性メモリと、所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を不揮発
性メモリに書き込む書き込み手段と、電源から供給された電力を書き込み手段に供給する
電源電力供給手段と、モータが停止するまでに発生する回生電力をモータから取り出す回
生手段と、電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、回生手段によりモ
ータから取り出された回生電力を書き込み手段に供給し、不揮発性メモリへの書き込みを
実行させる回生電力供給手段と、書き込み手段が書き込む必要のある情報を全て不揮発性
メモリに書き込むために要するバックアップ処理時間を算出する第１の算出手段と、モー
タの駆動状態に基づいて、回生電力供給手段が書き込み手段へ電力を供給可能な電力供給
時間を算出する第２の算出手段と、を備え、書き込み手段は、第１の算出手段により算出
されたバックアップ処理時間が第２の算出手段により算出された電力供給時間を超えたと
き、少なくともバックアップ処理時間が電力供給時間以下になるまで、不揮発性メモリへ
の書き込みを行う。
【００２６】
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　好ましくは不揮発性メモリは、画像形成装置にセットされて用いられる消耗品に搭載さ
れており、書き込み手段は、消耗品の制御に関する情報を不揮発性メモリにバックアップ
する。
【００２７】
　好ましくは不揮発性メモリは、画像形成装置本体に搭載されており、書き込み手段は、
画像を形成するためのプリント部の制御に関する情報を不揮発性メモリにバックアップす
る。
【００２９】
　好ましくは回生電力供給手段は、モータのうち少なくとも１つが駆動している状態で、
電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、書き込み手段に不揮発性メモ
リへの書き込みを実行させる。
【００３１】
　好ましくは画像形成装置は、画像形成装置の制御状態に基づいて、書き込み手段が不揮
発性メモリに書き込むための情報を常時算出しておく第３の算出手段をさらに備え、書き
込み手段は、不揮発性メモリへの書き込み時に、第３の算出手段により算出された情報を
書き込む。
【００３２】
　好ましくは画像形成装置は、給紙トレイに載置された用紙と画像を形成する記録手段と
の少なくとも一方を移動させてその用紙に画像を形成する。
【００３３】
　この発明のさらに他の局面に従うと、少なくとも１つのモータと、情報を書き込み可能
な不揮発性メモリと、所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を不揮発性メモリに
書き込む書き込み手段と、電源から供給された電力を書き込み手段に供給する電源電力供
給手段と、モータが停止するまでに発生する回生電力をモータから取り出す回生手段と、
電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、回生手段によりモータから取
り出された回生電力を書き込み手段に供給し、不揮発性メモリへの書き込みを実行させる
回生電力供給手段と、を備える画像形成装置の制御方法は、書き込み手段が書き込む必要
のある情報を全て不揮発性メモリに書き込むために要するバックアップ処理時間を算出す
る第１のステップと、モータの駆動状態に基づいて、回生電力供給手段が書き込み手段へ
電力を供給可能な電力供給時間を算出する第２のステップと、第１のステップで算出され
たバックアップ処理時間が第２のステップで算出された電力供給時間を超えたと判断した
とき、少なくともバックアップ処理時間が電力供給時間以下になるまで、不揮発性メモリ
への書き込みを行うステップとを備える。
【００３４】
　この発明のさらに他の局面に従うと、少なくとも１つのモータと、情報を書き込み可能
な不揮発性メモリと、所定のタイミングで画像形成装置内の動作情報を不揮発性メモリに
書き込む書き込み手段と、電源から供給された電力を書き込み手段に供給する電源電力供
給手段と、モータが停止するまでに発生する回生電力をモータから取り出す回生手段と、
電源電力供給手段による電力供給が行われなくなったとき、回生手段によりモータから取
り出された回生電力を書き込み手段に供給し、不揮発性メモリへの書き込みを実行させる
回生電力供給手段と、を備える画像形成装置の制御プログラムは、書き込み手段が書き込
む必要のある情報を全て不揮発性メモリに書き込むために要するバックアップ処理時間を
算出する第１のステップと、モータの駆動状態に基づいて、回生電力供給手段が書き込み
手段へ電力を供給可能な電力供給時間を算出する第２のステップと、第１のステップで算
出されたバックアップ処理時間が第２のステップで算出された電力供給時間を超えたと判
断したとき、少なくともバックアップ処理時間が電力供給時間以下になるまで、不揮発性
メモリへの書き込みを行うステップとをコンピュータに実行させる。
 
【発明の効果】
【００３５】
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　これらの発明に従うと、電源電力供給手段による電力供給が行われなくなっても、回生
電力を用いて、動作情報を不揮発性メモリに書き込むことができる。したがって、プリン
ト中に給電が停止されても、確実に動作情報の管理を行うことができる画像形成装置、画
像形成装置の制御方法、及び画像形成装置の制御プログラムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の第１の実施の形態における画像形成装置のハードウェア構成を示す側面
図である。
【図２】画像形成装置の構成を示すブロック図である。
【図３】電源部及び駆動部を中心にした画像形成装置の駆動系の回路構成を示すブロック
図である。
【図４】モータの駆動回路を示すブロック図である。
【図５】画像形成装置の動作の流れを示すフローチャートである。
【図６】第２の実施の形態の画像形成装置の動作の流れを示すフローチャートである。
【図７】第３の実施の形態の画像形成装置のハードウェア構成を示す側面図である。
【図８】従来の画像形成装置の駆動系の回路構成の一例を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　以下、本発明の実施の形態における画像形成装置について説明する。
【００３８】
　画像形成装置は、例えばローラにより用紙を搬送しながら、その用紙に電子写真方式に
より印刷（プリント）を行うプリント機能を有している。
【００３９】
　［第１の実施の形態］
【００４０】
　図１は、本発明の第１の実施の形態における画像形成装置１のハードウェア構成を示す
側面図である。
【００４１】
　図を参照して画像形成装置１は、給紙カセット３と、排紙トレイ５と、プリント部３０
とを備える。
【００４２】
　給紙カセット３は、画像形成装置１の下部に、画像形成装置１の筐体に抜き差し可能に
配置されている。各給紙カセット３に装てんされた用紙は、印字時に、１枚ずつ給紙カセ
ット３から給紙され、プリント部３０に送られる。なお、給紙カセット３の数は１つに限
られず、それより多くてもよい。
【００４３】
　排紙トレイ５は、画像形成装置１の筐体の上方に配置されている。排紙トレイ５には、
プリント部３０により画像が形成された用紙が筐体の内部から排紙される。
【００４４】
　プリント部３０は、画像形成装置１の筐体の内部に配置されている。プリント部３０は
、おおまかに、用紙搬送部２００と、トナー像形成部（記録部の一例）３００と、定着装
置４００と、駆動部（図２に図示）５００とを有している。プリント部３０は、いわゆる
タンデム方式でＣＭＹＫの４色の画像を合成し、用紙にカラー画像を形成可能に構成され
ている。
【００４５】
　用紙搬送部２００は、給紙ローラ２１０、搬送ローラ２２０、排紙ローラ２３０などで
構成されている。搬送ローラ２２０、及び排紙ローラ２３０は、それぞれ、例えば対向す
る２つのローラで用紙を挟みながらそのローラを回動させて用紙を搬送する。給紙ローラ
２１０は、給紙カセット３から用紙を１枚ずつ給紙する。用紙は、給紙ローラ２１０によ
り画像形成装置１の筐体の内部に給紙される。搬送ローラ２２０は、給紙ローラ２１０に
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より給紙された用紙をトナー像形成部３００に搬送する。また、搬送ローラ２２０は、定
着装置４００を経由した用紙を排紙ローラ２３０に搬送する。排紙ローラ２３０は、搬送
ローラ２２０により搬送された用紙を画像形成装置１の筐体の外部に排出する。なお、用
紙搬送部２００は、これら以外にも用紙を搬送するためなどに用いられるローラを有して
いてもよい。
【００４６】
　トナー像形成部３００は、４色のトナーボトル３０１Ｙ，３０１Ｍ，３０１Ｃ，３０１
Ｋ（以下、これらをまとめてトナーボトル３０１と呼ぶことがある）と、中間転写ベルト
３０５と、転写ローラ３０７と、４組の現像ユニット３１０Ｙ，３１０Ｍ，３１０Ｃ，３
１０Ｋ（以下、これらをまとめて現像ユニット３１０と呼ぶことがある）と、レーザスキ
ャンユニット３２０などで構成されている。
【００４７】
　イエロートナーボトル３０１Ｙ、マゼンタトナーボトル３０１Ｍ、シアントナーボトル
３０１Ｃ、ブラックトナーボトル３０１Ｋは、それぞれ、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ
）、シアン（Ｃ）、及びブラック（Ｋ）のＣＭＹＫ各色のトナーを貯蔵する。
【００４８】
　中間転写ベルト３０５は、環状であり、２つのローラ（図示せず）間に架けわたされて
いる。中間転写ベルト３０５は、用紙搬送部２００と連動して回転する。転写ローラ３０
７は、中間転写ベルト３０５のうち一方のローラに接触している部分に対向するように配
置されている。転写ローラ３０７と中間転写ベルト３０５との間隔は、圧接離間機構によ
り調整される。用紙は、中間転写ベルト３０５と転写ローラ３０７との間で挟まれながら
搬送される。
【００４９】
　現像ユニット３１０は、感光体ドラム３１１、現像装置、クリーナ、及び帯電器などを
含む。ここで、感光体ドラム３１１は、現像ユニット３１０Ｙ，３１０Ｍ，３１０Ｃ，３
１０Ｋにそれぞれ対応する感光体ドラム３１１Ｙ，３１１Ｍ，３１１Ｃ，３１１Ｋである
。イエロー現像ユニット３１０Ｙ，マゼンタ現像ユニット３１０Ｍ，シアン現像ユニット
３１０Ｃ，ブラック現像ユニット３１０Ｋは、それぞれＹ、Ｍ、Ｃ、Ｋの画像を形成する
ために配置されている。現像ユニット３１０は、中間転写ベルト３０５の直下に並置され
ている。レーザスキャンユニット３２０は、各感光体ドラム３１１上にレーザ光を走査可
能に配置されている。
【００５０】
　トナー像形成部３００において、レーザスキャンユニット３２０は、ＹＭＣＫの各色別
の画像データに基づいて、帯電器により一様に帯電した感光体ドラム３１１上に潜像を形
成する。現像装置は、各感光体ドラム３１１に各色別のトナー像を形成する。各感光体ド
ラム３１１は、トナー像を中間転写ベルト３０５に転写し、その中間転写ベルト３０５上
に、用紙に形成するトナー像の鏡像を形成する（１次転写）。その後、高電圧が印加され
た転写ローラ３０７により、中間転写ベルト３０５に形成されたトナー像が用紙に転写さ
れ、用紙上にトナー像が形成される（２次転写）。
【００５１】
　画像形成により現像ユニット３１０内のトナーが少なくなると、各色のトナーボトル３
０１内に保管されたトナーが現像ユニットに供給され、継続して画像形成を行うことが可
能になる。
【００５２】
　定着装置４００は、加熱ローラ４０１及び加圧ローラ４０３を有している。定着装置４
００は、加熱ローラ４０１と加圧ローラ４０３とでトナー像が形成された用紙を挟みなが
ら搬送し、その用紙に加熱及び加圧を行う。これにより、定着装置４００は、用紙に付着
したトナーを溶融させて用紙に定着させ、用紙に画像を形成する。定着装置４００を経由
した用紙は、排紙ローラ２３０により、画像形成装置１の筐体から排紙トレイ５に排出さ
れる。



(10) JP 4894884 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

【００５３】
　駆動部５００は、例えば、メインモータ（モータの一例）５０１、定着モータ（モータ
の一例）５０２、黒現像モータ（モータの一例）５０３、カラー現像モータ（モータの一
例）５０４、及びカラー感光体モータ（モータの一例）５０５を有している（以下、これ
らのモータについて単にモータ５０１～５０５などと称することがある）。駆動部５００
は、後述するＣＰＵ２１の制御の下で駆動される。メインモータ５０１は、給紙工程から
転写工程までの用紙搬送と、中間転写ベルト３０５及び黒感光体ドラム３１１Ｋの駆動と
を行う。定着モータ５０２は、定着装置４００の駆動を行う。黒現像モータ５０３は、黒
現像ユニット３１０Ｋの駆動を行う。カラー現像モータ５０４は、イエロー・マゼンタ・
シアンの現像ユニット３１０Ｙ，３１０Ｍ，３１０Ｃの駆動を行う。カラー感光体モータ
５０５は、イエロー・マゼンタ・シアンの感光体ドラム３１１Ｙ，３１１Ｍ，３１１Ｃの
駆動を行う。なお、これらのモータ５０１～５０６のほか、例えば転写ローラ３０７や定
着装置４００における用紙を挟む圧力を変更するための圧接離間モータなどを設けてもよ
い。
【００５４】
　図２は、画像形成装置１の構成を示すブロック図である。
【００５５】
　図を参照して、画像形成装置１は、さらに、操作部１１と、制御デバイス２０と、不揮
発性メモリ２７と、インターフェイス部２９と、電源部（電源電力供給手段の一例）６０
０とを備えている。制御デバイス２０及び不揮発性メモリ２７などは、制御部１５を構成
する。
【００５６】
　操作部１１は、画像形成装置１の筐体に、ユーザにより操作可能に配置されている。操
作部１１には、表示パネル１３が配置されている。表示パネル１３は、例えば、タッチパ
ネルを備えたＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）である。表示パ
ネル１３は、ユーザに案内画面を表示したり、操作ボタンを表示してユーザからのタッチ
操作を受け付けたりする。表示パネル１３は、制御デバイス２０のＣＰＵ２１により制御
されて表示を行う。操作部１１は、表示パネル１３や操作ボタン（図示せず）などがユー
ザにより操作されると、その操作に応じた操作信号又は所定のコマンドをＣＰＵ２１に送
信する。すなわち、ユーザは、操作部１１に操作を行うことにより、画像形成装置１に種
々の動作を実行させることができる。
【００５７】
　制御デバイス２０は、ＣＰＵ２１と、ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）２
３と、ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）２５などを有している。制
御デバイス２０は、操作部１１、不揮発性メモリ２７、インターフェイス部２９、及び電
源部６００などと共にシステムバスに接続されている。これにより、制御デバイス２０と
画像形成装置１の各部とが、信号を送受可能に接続されている。
【００５８】
　ＣＰＵ２１は、不揮発性メモリ２７に記憶された制御プログラム２７ａなどを実行する
ことにより、画像形成装置１の種々の動作を制御する。制御プログラムは、例えば、ＲＯ
Ｍ２３などに記憶されていてもよい。ＣＰＵ２１は、操作部１１から操作信号が送られた
り、クライアントＰＣなどから操作コマンドが送信されたりすると、それらに応じて所定
の制御プログラム２７ａを実行する。これにより、ユーザによる操作部１１の操作などに
応じて、画像形成装置１の所定の動作が行われる。
【００５９】
　ＲＯＭ２３は、例えばフラッシュＲＯＭ（Ｆｌａｓｈ　Ｍｅｍｏｒｙ）である。ＲＯＭ
２３には、画像形成装置１の動作を行うために用いられるデータや、画像形成装置１の機
能設定データなどが記憶されている。ＣＰＵ２１は、所定の処理を行うことにより、ＲＯ
Ｍ２３からのデータの読み込みや、ＲＯＭ２３へのデータの書き込みを行う。なお、ＲＯ
Ｍ２３は、書換え不可能なものであってもよい。
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【００６０】
　ＲＡＭ２５は、ＣＰＵ２１のメインメモリである。ＲＡＭ２５は、後述のようにＣＰＵ
２１が制御プログラム２７ａを実行するときに必要なデータを記憶するのに用いられる。
【００６１】
　不揮発性メモリ２７は、例えばＥＥＰＲＯＭ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｅｒａｓａ
ｂｌｅ　ａｎｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）やフ
ラッシュＲＯＭである。不揮発性メモリ２７には、画像形成装置１の種々の動作を行うた
めの制御プログラム（プログラム）２７ａが記憶されている。不揮発性メモリ２７は、例
えば、インターフェイス部２９を介して外部から送られたジョブ（ＪＯＢ）のデータなど
を記憶する。不揮発性メモリ２７は、１つのクライアントＰＣ又は複数のクライアントＰ
Ｃなどから送信された複数のジョブを記憶可能である。また、不揮発性メモリ２７は、画
像形成装置１の電源オフ後も維持しておく必要がある情報をバックアップ（記憶）する。
不揮発性メモリ２７は、通算プリント枚数や感光体ドラム３１１の駆動時間など、画像形
成装置１の動作情報を記憶する。これらの情報は、ＣＰＵ２１により書き込まれ、読み出
される。なお、不揮発性メモリ２７は、画像形成装置１の設定情報などを記憶するように
構成されていてもよい。また、不揮発性メモリ２７は、例えばＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓ
ｋ　Ｄｒｉｖｅ）などであってもよい。
【００６２】
　インターフェイス部２９は、例えば、ＮＩＣ（Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　
Ｃａｒｄ）などのハードウェア部と、所定の通信プロトコルで通信を行うソフトウェア部
とが組み合わされて構成されている。インターフェイス部２９は、画像形成装置１をＬＡ
Ｎなどの外部ネットワークに接続する。これにより、画像形成装置１は、外部ネットワー
クに接続されているクライアントＰＣなどの外部装置と通信可能になる。画像形成装置１
は、クライアントＰＣからジョブを受信可能である。また、画像形成装置１は、画像デー
タを、クライアントＰＣに送信したり、メールサーバなどを介してＥ－ｍａｉｌにより送
信したりすることができる。なお、インターフェイス部２９は、無線通信により外部ネッ
トワークに接続可能に構成されていてもよい。また、インターフェイス部２９は、例えば
、ＵＳＢ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｕｓ）インターフェイスであってもよ
い。この場合、インターフェイス部２９は、通信ケーブルを介して接続された外部装置と
画像形成装置１とを通信可能にする。
【００６３】
　電源部６００は、画像形成装置１の筐体の内部に設けられている。電源部６００は、商
用電源に接続され、商用電源を基に装置各部に電力を供給する。
【００６４】
　ここで、本実施の形態において、現像ユニット３１０Ｙ，３１０Ｍ，３１０Ｃ，３１０
Ｋには、それぞれ、不揮発性メモリ３１９Ｙ，３１９Ｍ，３１９Ｃ，３１９Ｋが設けられ
ている。また、トナーボトル３０１Ｙ，３０１Ｍ，３０１Ｃ，３０１Ｋには、それぞれ、
不揮発性メモリ３０９Ｙ，３０９Ｍ，３０９Ｃ，３０９Ｋが設けられている。不揮発性メ
モリ３１９Ｙ～３１９Ｋ，３０９Ｙ～３０９Ｋは、例えば、ＣＳＩＣ（Ｃｕｓｔｏｍｅｒ
　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）であり、ＣＰＵ２１が情
報を読み書き可能である。
【００６５】
　現像ユニット３１０に含まれる感光体ドラム３１１などは、プリントを繰り返すにつれ
て劣化するため、現像ユニット３１０には寿命がある。また、トナーボトル３０１には、
プリントを行うにつれ貯蔵するトナーが少なくなるため、寿命がある。すなわち、現像ユ
ニット３１０やトナーボトル３０１は、消耗品（以下、これらをまとめて消耗品７１０と
呼ぶことがある）である。ＣＰＵ２１は、それぞれの消耗品に関する寿命状態に対応する
寿命情報（動作情報の一例；消耗品の制御に関する情報の一例）を、これらの不揮発性メ
モリ３１９Ｙ～３１９Ｋ，３０９Ｙ～３０９Ｋ（以下、これらをまとめて不揮発性メモリ
７１９と呼ぶことがある）に書き込む。これにより、各消耗品７１０について、後述のよ
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うに適切に寿命管理を行うことができる。また、各消耗品７１０を取り外して、別の画像
形成装置に装着した場合であっても、その消耗品７１０についての寿命管理を、その移行
先の画像形成装置で引き継いで行うことができる。したがって、各消耗品７１０の寿命管
理を確実に行って、常に適正に画像をプリント可能にすることができる。
【００６６】
　以下に、寿命管理の一例について説明する。例えば、現像ユニット３１０については、
画像形成を行った駆動時間を寿命情報としてカウントする。また、例えば、トナーボトル
３０１については、画像形成を行った用紙の枚数を寿命情報としてカウントする。ＣＰＵ
２１は、カウントした寿命情報を、その消耗品７１０の不揮発性メモリ７１９に書き込む
（バックアップ処理）。
【００６７】
　このとき、寿命情報の書き込みは、例えば１つのジョブが終了する度に実行される。こ
れにより、ジョブを実行するためにＣＰＵ２１に負荷がかかっている状態で、寿命情報の
書き込みを行うためにさらにＣＰＵ２１に負荷がかかることがない。したがって、ＣＰＵ
２１として、とりわけ高い処理能力を有する高価なものを用いる必要がない。なお、寿命
情報の書き込みタイミングはこれに限られず、種々のタイミングで書き込みを行えばよい
。例えば、所定の枚数プリントする度に書き込みを行ったり、書き込むべきデータが所定
のサイズになったときに書き込みを行ったり、また、所定の時間が経過する度に書き込み
を行ったりしてもよい。
【００６８】
　ＣＰＵ２１は、バックアップされた寿命情報と、予めその消耗品７１０について規定さ
れている寿命の基準値とを比較する。バックアップされた寿命値が基準値を超えた場合は
、ＣＰＵ２１は、その現像ユニット３１０について寿命が尽きたと判定する。このとき、
ＣＰＵ２１は、その旨や寿命が尽きた消耗品７１０の交換を促す旨を表示パネル１３で表
示する。なお、上述した寿命情報は例示であり、これに限られるものではない。
【００６９】
　このように、画像形成装置１では、寿命管理を行って消耗品７１０の寿命が尽きたこと
を判定することにより、画像形成不良が発生することを防止することができる。また、寿
命が尽きた消耗品７１０について、ユーザに、その交換などのメンテナンス作業を行うよ
うに促すので、画像形成装置１の利便性を向上させることができる。
【００７０】
　なお、ＣＰＵ２１は、消耗品７１０の寿命が尽きることを前もってユーザに通知し、メ
ンテナンス作業の準備を確実に行うことができるようにしてもよい。また、ＣＰＵ２１は
、消耗品７１０の寿命が尽きた場合には、メンテナンス作業が実行されるまで、画像形成
動作を中断してもよい。また、ＣＰＵ２１は、寿命情報を本体側の不揮発性メモリ２７に
バックアップしてもよい。
【００７１】
　図３は、電源部６００及び駆動部５００を中心にした画像形成装置１の駆動系の回路構
成を示すブロック図である。
【００７２】
　電源部（低圧電源部）６００は、電源プラグ６０１を通じて商用電源が供給されて駆動
される。電源部６００は、主電源スイッチ６０３と、整流部６０５と、第１のＤＣ－ＤＣ
コンバータ６０７と、ダイオード６０９と、最大値選択部（選択手段の一例）６１１と、
平滑部６１３と、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５とを有している。主電源スイッチ６
０３は、交流電源の入力の通電／遮断を切り替える。
【００７３】
　整流部６０５は、商用電源から入力された交流を直流に変換する。第１のＤＣ－ＤＣコ
ンバータ６０７は、直流の電圧を変換し、安定した低電圧の直流とする。本実施の形態で
は、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７は、２４Ｖの直流電圧を出力する。第１のＤＣ－
ＤＣコンバータ６０７は、直流電圧を、ダイオード６０９を経由して駆動部５００に出力
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する。また、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７は、直流電圧を、最大値選択部６１１に
出力する。なお、ダイオード６０９は、後述のように駆動部５００で回生電力が発生した
とき、その電流が第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７に流れないように配置されている。
これにより、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７の破損が防止される。
【００７４】
　駆動部５００では、モータ５０１～５０５が、それぞれ、ＣＰＵ２１による制御指示の
下で駆動される。モータ５０１～５０５は、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７から出力
された２４Ｖの直流電圧が供給されて駆動される。
【００７５】
　最大値選択部６１１は、２つのダイオード６１１ａ，６１１ｂを有している。ダイオー
ド６１１ａは、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７との間の接続経路に、第１のＤＣ－Ｄ
Ｃコンバータ６０７側がアノードとなるように挿入されている。ダイオード６１１ｂは、
ダイオード６０９と駆動部５００との間の接続経路に、駆動部５００側がアノードとなる
ように挿入されている。２つのダイオード６１１ａ，６１１ｂは、カソード側が接続され
て並列に配置されている。
【００７６】
　最大値選択部６１１は、２つのダイオード６１１ａ，６１１ｂのうち電圧が高い側の直
流電圧を、平滑部６１３を介して、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５に出力する。これ
により、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５には、後述のようにモータ５０１～５０５へ
の電力供給が遮断されたときでも、比較的高い電圧がより安定して供給される。したがっ
て、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５から制御デバイス２０への電力供給がより安定す
る。なお、ダイオード６１１ａ，６１１ｂが設けられていることにより、ダイオード６１
１ａ，６１１ｂのうち電圧が高い側から低い側への電流の逆流が防止されている。
【００７７】
　平滑部６１３は、平滑コンデンサを有しており、最大値選択部６１１から出力された直
流の脈流を平滑化する。第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５は、平滑部６１３により平滑
された直流の電圧を変換し、安定した低電圧の電流とする。本実施の形態では、第２のＤ
Ｃ－ＤＣコンバータ６１５は、３．３Ｖの直流電圧を、シグナル系の電源として、制御デ
バイス２０に出力する。なお、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５は、例えば５Ｖの直流
電圧を出力するように構成されていてもよい。
【００７８】
　制御デバイス２０は、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５から３．３Ｖの直流電圧が供
給されて動作する。制御デバイス２０においては、ＣＰＵ２１がＲＯＭ２３などと通信し
て制御プログラムの読み込みやデータの書き込みを行い、画像形成装置１の制御を行う。
ＣＰＵ２１は、不揮発性メモリ２７と通信を行う。また、ＣＰＵ２１は、消耗品７１０に
搭載された不揮発性メモリ７１９と通信を行う。ＣＰＵ２１は、画像形成装置１の内部の
動作情報のうち、その消耗品７１０の寿命情報など消耗品７１０の制御に関する情報を不
揮発性メモリ７１９にバックアップする。
【００７９】
　本実施の形態において、ＣＰＵ２１は、第１のＤＣ－ＤＣコンバータ６０７からの出力
電圧の監視、すなわち電源供給有無の監視を行う。電源状態の監視は、例えば第１のＤＣ
－ＤＣコンバータ６０７からの出力電圧を抵抗で分圧し、ＣＰＵ２１がその電圧を検出す
ることなどにより行う。これにより、ＣＰＵ２１は、停電などにより商用電源が供給され
なくなったり、又は主電源スイッチ６０３がオフとなり電源供給が遮断されたことを検知
することができる。なお、ＣＰＵ２１は、他のどのような検出方法で電源状態の監視を行
ってもよい。
【００８０】
　図４は、モータ５０１の駆動回路を示すブロック図である。
【００８１】
　以下、モータ５０１の駆動回路について、図を参照して説明する。なお、他のモータ５
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０２～５０５の駆動回路の構成も、モータ５０１のそれと同様である。
【００８２】
　モータ５０１はＤＣモータである。モータ５０１は、通電制御部５１１と、駆動回路部
５１３と、巻線５１５とを有している。電源部６００は、モータ５０１へ直流電圧を供給
する。電源部６００からの直流電圧は、通電制御部５１１及び駆動回路部５１３に印加さ
れる。制御デバイス２０のＣＰＵ２１は、通電制御部５１１に速度指令などの制御指示を
出力する。モータ５０１内の通電制御部５１１は、制御指示によりモータ５０１の駆動が
指示されると、それに応じて駆動回路部５１３を動作させる。駆動回路部５１３は、電源
部６００から供給された電力を巻線５１５に供給することにより、モータ５０１の動力を
発生させる。通電制御部５１１は、モータ５０１の停止が指示されると、駆動回路部５１
３から巻線５１５への電力の供給を停止し、モータ５０１を停止させる。
【００８３】
　本実施の形態において、モータ５０１は、制動モード（制動方法）として、回生制動に
より制動可能に構成されている。回生制動は、ＣＰＵ２１から制動モードとして回生ブレ
ーキモードが設定されているときに行われる。通電制御部５１１は、回生ブレーキモード
が設定されているとき、ＣＰＵ２１から減速指示が行われると、駆動回路部５１３を動作
させ、モータ５０１の回生制動を行う。回生制動が行われると、モータ５０１及びその回
転に伴い動いている部材の運動エネルギーが、巻線５１５で電気エネルギー（回生電力）
に変換される。発生した回生電力は、駆動回路部５１３から電源部６００へ供給される。
なお、電源部６００とモータ５０１との間の駆動電力の供給と回生電力の供給とは共通の
電線で行ってもよいし、それぞれ専用の電線を設けて行ってもよい。
【００８４】
　モータ５０１などで発生した回生電力は、制御部１５に供給される。回生電力は、最大
値選択部６１１を経由し、平滑部６１３においてピーク値が抑制され、かつ電圧が安定さ
れて、第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６１５に入力される。第２のＤＣ－ＤＣコンバータ６
１５では、入力された電力を用いて３．３Ｖの直流の回生電力を制御部１５に供給する。
電源遮断後のしばらくの間は、この回生電力が制御部１５に供給される。所定の回生電力
が制御部１５に供給されている間は、回生電力により制御デバイス２０や不揮発性メモリ
２７が駆動される。
【００８５】
　なお、モータ５０１は、他の制動モードとして、いわゆるショートブレーキによる制動
方法や、いわゆるフリーランによる制動方法（停止方法）を用いることができるように構
成されている。これらの制動モードは、ＣＰＵ２１によりショートブレーキモード又はフ
リーランモードが設定されているときに減速指示が行われると、駆動回路部５１３が制御
されて実行される。ここで、フリーランモードとは、単にモータ５０１への給電をオフに
し、モータ５０１が自然に止まるようにすることをいう。また、ショートブレーキモード
とは、モータ５０１のみを有する閉回路を構成してモータ５０１への給電をオフにし、惰
性で回転するモータ５０１が閉回路内で逆起電力を発生することにより、それを抵抗とし
てモータ５０１を制動することをいう。ＣＰＵ２１は、状況に応じて制動モードを選択可
能に構成されている。これにより、画像形成装置１の動作状況に応じて、モータ５０１な
どを制動することができる。
【００８６】
　通常の画像形成動作時のモータ５０１の制動制御としては、フリーランでの停止制御、
ショートブレーキモードでの停止制御、回生ブレーキモードでの停止制御のいずれを採用
してもよい。回生ブレーキモードやショートブレーキにより速やかにモータを停止させた
り、フリーランモードにより通常より長くモータを動作状態に保ったりすることができる
。なお、モータ５０１は、例えば逆転方向の電流を強制的に流す逆転ブレーキモードなど
、さらに他の制動方法により制動可能に構成されていてもよい。
【００８７】
　本実施の形態において、ＣＰＵ２１は、画像形成動作中に画像形成装置１の給電が遮断
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されたとき、モータ５０１～５０５を回生制動させ、回生させた電気エネルギーを用いて
動作情報のバックアップ処理を行う。以下、この動作について説明する。
【００８８】
　図５は、画像形成装置１の動作の流れを示すフローチャートである。
【００８９】
　主電源スイッチ６０３がオンであり、商用電源から電源部６００に電力が供給され、画
像形成装置１に給電が行われているとき、ＣＰＵ２１は、以下に示すように制御を行う。
【００９０】
　ステップＳ１０１において、ＣＰＵ２１は、画像形成装置１の動作状態に基づいて、バ
ックアップするための寿命情報を算出する。ＣＰＵ２１は、算出した寿命情報について、
上述のように、１つのジョブの終了時などの所定のタイミングで、バックアップ処理を行
う。バックアップ処理を行うまでは、算出した寿命情報は、例えばＲＡＭ２５などで保持
される。
【００９１】
　ステップＳ１０３において、ＣＰＵ２１は、画像形成装置１の主電源がオフとなってい
るかどうかを検出する。すなわち、ＣＰＵ２１は、モータ５０１～５０５への給電が行わ
れなくなっているかどうかを検出する。この検出は、上述のように、第１のＤＣ－ＤＣコ
ンバータ６０７からの出力電圧の監視を行うことにより行われる。主電源がオフでなけれ
ば、ＣＰＵ２１は、ステップＳ１０１の処理を継続して行う。
【００９２】
　ステップＳ１０３において主電源がオフであることが検出された場合には、ステップＳ
１０５において、ＣＰＵ２１は、少なくとも１つのモータ５０１～５０５が駆動している
かどうかを検出する。バックアップ処理は、モータ５０１～５０５のうち少なくとも１つ
が駆動している状態で、駆動しているモータから回生電力を得ることにより行うことがで
きる。いずれのモータ５０１～５０５も駆動していなければ、ＣＰＵ２１は、可能であれ
ば画像形成装置１の制御プログラムの終了などを行い、動作を終了する。
【００９３】
　ステップＳ１０５においてモータ５０１～５０５が駆動していれば、ステップＳ１０７
において、ＣＰＵ２１は、算出されている寿命情報を不揮発性メモリ７１９などにバック
アップする（書き込む）。このとき、ＣＰＵ２１は、上述のようにモータ５０１～５０５
の制動モードとして回生ブレーキモードを設定する。ＣＰＵ２１は、通電制御部５１１に
、減速して停止するように速度指示を行う。これにより、モータ５０１～５０５は、回生
制動により、蓄積している運動エネルギーを電力に変換し、回生電力を出力する。なお、
このときのモータ５０１～５０５の減速カーブは、回生電力を多く得られるものを用いる
のが好ましいが、いずれの減速カーブを用いて制動を行ってもよい。モータ５０１～５０
５で回生された電力は、上述のように、制御部１５に供給される。ＣＰＵ２１は、供給さ
れた回生電力を用いて、バックアップ処理を行うことができる。
【００９４】
　なお、ＣＰＵ２１は、モータ５０１～５０５のうち、所定の数以上のモータが駆動して
いること、又は所定のモータが駆動していることをバックアップ処理を行う条件としても
よい。例えば、ＣＰＵ２１は、上記ステップＳ１０５において、上記条件を満たす場合に
は回生電力を得てバックアップ処理を行い、それ以外の場合には動作を終了するようにし
てもよい。
【００９５】
　このように、第１の実施の形態においては、プリント中に電源が遮断されると、ＣＰＵ
２１は、モータ５０１～５０５を回生制動させ、回生された回生電力を利用してバックア
ップ処理を行う。そのため、プリント中に電源が遮断されても、バックアップされている
動作情報が実際の動作情報と略一致し、両者の誤差がほとんどなくなる。したがって、寿
命情報の更新を頻繁に行わなくても、確実に寿命管理を行うことができる。消耗品７１０
などがその寿命を超えて使用されることがなくなるので、適正に画像を形成することが可
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能となる。また、電池などのバックアップ用の電源を設けることなく、確実にバックアッ
プ処理を実行することができ、画像形成装置１の製造コストを低減することができる。
【００９６】
　また、ＣＰＵ２１は、バックアップ処理により書き込むための画像形成装置１の寿命情
報を常時算出しているので、電源供給の遮断時に、不揮発性メモリ７１９に書き込む処理
をすぐに実行することができる。したがって、得られる回生電力が少なくても、確実にバ
ックアップ処理を実行することができる。
【００９７】
　なお、ＣＰＵ２１は、バックアップ処理を実行する時点で、不揮発性メモリ７１９など
に書き込むための情報の算出を開始し、それにより算出された情報をバックアップしても
よい。また、ＣＰＵ２１は、画像形成動作が開始されてからまもなく電源が遮断された場
合など、バックアップ処理を行う必要が明らかにないような場合には、回生制動を実行せ
ず、例えばショートブレーキモードやフリーランモードなど、他の制動モードによるモー
タの制御を行うようにしてもよい。
【００９８】
　また、ＣＰＵ２１は、消耗品７１０の寿命管理に用いられる動作情報として、画像形成
装置１の本体側の不揮発性メモリ２７にバックアップされたものを用いてもよい。
【００９９】
　［第２の実施の形態］
【０１００】
　第２の実施の形態における画像形成装置は、電源が供給されているときにＣＰＵ２１が
行うバックアップ処理が第１の実施の形態のそれと異なるものであり、その他の基本的な
構成は、第１の実施の形態におけるそれと同じである。以下の説明において、第１の実施
の形態と同様の構成要素には同一の符号を付し、ここでの説明を繰り返さない。
【０１０１】
　図６は、第２の実施の形態の画像形成装置の動作の流れを示すフローチャートである。
【０１０２】
　商用電源から電源部６００に電力が供給されて画像形成装置１に給電が行われていると
き、ＣＰＵ２１は、以下に示すように制御を行う。
【０１０３】
　図を参照して、ステップＳ２０１において、ＣＰＵ２１は、画像形成装置１の動作状態
に基づいて、書き込む必要のある寿命情報を算出する。算出した寿命情報は、例えばＲＡ
Ｍ２５などで保持される。
【０１０４】
　ステップＳ２０３において、ＣＰＵ２１は、算出した寿命情報を不揮発性メモリ７１９
に書き込むために要するバックアップ処理時間を算出する。
【０１０５】
　ステップＳ２０５において、ＣＰＵ２１は、モータ５０１～５０５の駆動状態、すなわ
ち動いているモータ５０１～５０５の数やモータ５０１～５０５の回転速度（回転数）な
どに基づいて、回生電力供給時間を算出する。回生電力供給時間は、モータ５０１～５０
５を回生ブレーキモードで制動させたときに制御デバイス２０の電力を供給可能な時間で
ある。モータ５０１～５０５のうち駆動しているものが多いときには、そのとき算出され
る回生電力供給時間が長くなる。また、駆動しているモータ５０１～５０５の回転数が高
いときには、そのとき算出される回生電力供給時間は長くなる。回生電力供給時間は、例
えば、以下のようにして算出される。すなわち、不揮発性メモリ２７などに、予め、各モ
ータ５０１～５０５について、駆動時の回転数などと、回生制動を行った場合に所定の回
生電力を得ることができる時間との相関関係情報が登録されている。所定の回生電力とは
、制御デバイス２０を駆動するのに必要な回生電力である。このとき、好ましくは、上記
所定の回生電力を得ることができるように回生制動を行った場合が想定される。ＣＰＵ２
１は、その相関関係情報を参照し、各モータ５０１～５０５の駆動情報に応じて、回生電
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力供給時間を算出する。
【０１０６】
　ステップＳ２０７において、ＣＰＵ２１は、ステップＳ２０３において算出したバック
アップ処理時間が、ステップＳ２０５において算出した回生電力供給時間を超えたかどう
かを判断する。
【０１０７】
　ステップＳ２０７においてバックアップ処理時間が回生電力供給時間を超えたときは、
ステップＳ２０９において、ＣＰＵ２１は、ステップＳ２０１において算出した寿命情報
を不揮発性メモリ７１９に書き込む（バックアップする）。このとき、ＣＰＵ２１は、少
なくともバックアップ処理時間が電力供給時間以下になるまで、算出した寿命情報のバッ
クアップを行う。例えば、ＣＰＵ２１は、その時点で算出された寿命情報の全てのバック
アップを行ってバックアップ処理時間が一時的に零になるようにしてもよいし、算出され
た寿命情報の一部のバックアップを行うようにしてもよい。また、寿命情報の一部のバッ
クアップを行う場合、全部の消耗品７１０の寿命情報を一部ずつバックアップしてもよい
し、一部の消耗品７１０について、その寿命情報の全部をバックアップするようにしても
よい。
【０１０８】
　ステップＳ２０７においてバックアップ処理時間が回生電力供給時間を超えていないと
き、又はステップＳ２０９においてバックアップを行ったとき、ステップＳ２１１におい
て、ＣＰＵ２１は、画像形成装置１の主電源がオフとなっているかどうかを検出する。こ
の検出は、上記第１の実施の形態におけるステップＳ１０３と同様に行われる。主電源が
オフでなければ、ＣＰＵ２１は、ステップＳ２０１～ステップＳ２０９の処理を継続して
行う。
【０１０９】
　ステップＳ２１３，Ｓ２１５の動作、すなわちＣＰＵ２１が電源供給の遮断を検出して
からの動作は、ステップＳ１０５，１０７と同様に行われる。すなわち、ＣＰＵ２１は、
モータ５０１～５０５が駆動しているかどうかを検出する（Ｓ２１３）。いずれのモータ
５０１～５０５も駆動していなければ、ＣＰＵ２１は、動作を終了する。モータ５０１～
５０５が駆動していれば、ＣＰＵ２１は、算出されている寿命情報を不揮発性メモリ７１
９などにバックアップする（Ｓ２１５）。
【０１１０】
　このように、第２の実施の形態においては、バックアップ処理時間が回生電力供給時間
を超えないようにすることができるので、画像形成装置１の電力供給が遮断された場合に
、寿命情報の書き込み途中で回生電力の供給も停止されることがなくなる。そのため、バ
ックアップすべき寿命情報の量が多くても、画像形成装置１の電力供給の遮断時に、回生
電力を用いて、全ての寿命情報を書き込むことが可能になる。したがって、確実に寿命管
理を行うことができ、適正に画像を形成することが可能となる。
【０１１１】
　［第３の実施の形態］
【０１１２】
　第３の実施の形態における画像形成装置は、トナー像形成部の構成が第１の実施の形態
のそれと異なり、その他の基本的な構成及び電源遮断時の動作は、第１の実施の形態にお
けるそれと同じである。以下の説明において、第１の実施の形態と同様の構成要素には同
一の符号を付し、ここでの説明を繰り返さない。
【０１１３】
　図７は、第３の実施の形態の画像形成装置のハードウェア構成を示す側面図である。
【０１１４】
　画像形成装置５１は、いわゆる４サイクル機である。画像形成装置５１のトナー像形成
部３５０は、現像ラックユニット３６０、感光体ドラム３７１、中間転写ベルト３０５、
及び転写ローラ３０７などを備えている。感光体ドラム３７１は、中間転写ベルト３０５
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及び現像ラックユニット３６０に近接して配置されている。感光体ドラム３７１の周囲に
は、帯電器３７３、対向ローラ３７５、及びレーザスキャンユニット３７０などが配置さ
れている。帯電器３７３は、感光体ドラム３７１を帯電させる。レーザスキャンユニット
３７０は、感光体ドラム３７１上に画像パターンを露光し潜像を形成する。対向ローラ３
７５は、感光体ドラム３７１との間に中間転写ベルト３０５を挟むように配置されており
、感光体ドラム３７１上に形成されたトナー像の１次転写を行う。
【０１１５】
　現像ラックユニット３６０には、ＣＭＹＫ各色に対応する４つのカートリッジ（現像器
）３６１Ｃ，３６１Ｍ，３６１Ｙ，３６１Ｋ（以下、これらをまとめてカートリッジ３６
１と称することがある）が装着されている。カートリッジ３６１は、トナーとトナーを現
像する現像ローラなどから構成される。
【０１１６】
　現像ラックユニット３６０は、回転可能に設けられている。画像形成時においては、Ｃ
ＰＵ２１は、現像ラックユニット３６０を回転させて、潜像が形成された感光体ドラム３
７１にトナー像を形成させる（現像）。ＹＭＣＫ各色について、１色ずつ順に、感光体ド
ラム３７１を帯電、露光、現像させ、形成されたトナー像を、対向ローラ３７５によって
中間転写ベルト３０５に転写させる。中間転写ベルト３０５上で４色のトナー像が重ね合
わされると、転写ローラ３０７で中間転写ベルト３０５に用紙を圧接して、形成されたト
ナー像の２次転写を行う。トナー像が転写された用紙は、定着装置４００における定着工
程を経て、排紙ローラ２３０により排出される。
【０１１７】
　画像形成装置５１の駆動部５００は、現像ラックユニット３６０を回転駆動させるため
のラック駆動モータ（モータの一例）５５０を有している。ＣＰＵ２１は、ラック駆動モ
ータ５５０の回転を制御することにより、現像ラックユニット３６０の回転駆動の制御を
行う。
【０１１８】
　第３の実施の形態においては、電源遮断時に、上述の第１の実施の形態と同様にして回
生制動が行われる。回生制動は、例えば、ラック駆動モータ５５０についても行われる。
ラック駆動モータ５５０は、その駆動時に、比較的重量が大きい現像ユニット３６０を回
転させる。そのため、ラック駆動モータ５５０及び現像ユニット３６０は、駆動時には大
きな運動エネルギーを有している。したがって、画像形成装置５１の電源供給の遮断時に
ラック駆動モータ５５０が駆動している場合には、ＣＰＵ２１は、ラック駆動モータ５５
０から多くの回生電力を得ることができる。
【０１１９】
　このように、ＣＰＵ２１は、大型で動作時の運動エネルギーが大きい部材に連動するモ
ータで回生制動を行うようにすることにより、より大きい回生電力を長時間発生させるこ
とができる。これにより、制御デバイス２０をより長時間駆動させることができるので、
確実に寿命情報をバックアップすることができる。
【０１２０】
　なお、電源遮断時に、ＣＰＵ２１は、上述の第２の実施の形態と同様にして回生制動を
行うようにしてもよい。この場合、回生電力供給時間が長くなるので、電源供給の遮断に
備えてバックアップ処理を行う回数を減らすことができ、ＣＰＵ２１の負荷を低減するこ
とができる。
【０１２１】
　［実施の形態における効果］
【０１２２】
　以上のように構成された画像形成装置では、電源部による電力供給が行われなくなった
とき、ＣＰＵは、モータを回生制動させる。ＣＰＵは、取り出された回生電力を用いて駆
動され、バックアップ処理を実行させる。したがって、バックアップされた情報と実際の
寿命状態との不一致を防止することができる。これにより、常に適正に画像形成可能な状
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態を維持することができ、かつ、消耗品の製造コストを低減することができる。
【０１２３】
　また、従来のように画像形成動作中にバックアップ処理を頻繁に行う必要がなくなるた
め、ＣＰＵの処理負荷を軽減することができる。したがって、ＣＰＵとして高性能である
ものを用いる必要がなくなり、画像形成装置の製造コストを低減することができる。
【０１２４】
　［その他のバックアップ処理］
【０１２５】
　バックアップ処理は、上述の第１～３の実施の形態において行われるような、寿命管理
に関して行われるものに限られない。バックアップ処理は、プリント部において定期的に
行う画像安定化機能など、プリント部の制御に関連して、寿命管理と共に又は寿命管理に
代えて行うようにしてもよい。以下、例えば、第１の実施の形態における画像形成装置１
において、画像安定化機能に関連して行われるバックアップ処理の一例について説明する
。
【０１２６】
　例えば、画像形成装置において、画像形成を行った枚数が多くなると、各色の画像の濃
さや画像の重ね合わせなどの狂いが徐々に発生する場合がある。これを防止するため、定
期的に画像安定化機能を実行することができる。画像安定化機能では、例えば、ＣＰＵ２
１が、用紙にテストパターンを形成してそのテストパターンを評価する。そして、以後、
ＣＰＵ２１が、テストパターンの評価結果に応じてプリント部３０の制御を行う。すなわ
ち、画像安定化機能により、プリント部３０のキャリブレーションを行って、適正に画像
を形成することができる。
【０１２７】
　ＣＰＵ２１は、例えば画像形成装置１のプリント枚数をカウントし、そのカウント値（
プリント部の制御に関する情報の一例）を動作情報として、不揮発性メモリ２７にバック
アップする。バックアップは、上述と同様に所定のタイミングで行えばよい。ＣＰＵ２１
は、バックアップした動作情報が、カウント値の所定の基準値（例えば５０００枚など）
を超えたとき、画像安定化機能を実行する。このとき、ＣＰＵ２１は、動作情報をクリア
する。これにより、画像形成装置１を、常に適正に画像形成を行うことができる状態に自
動的に保つことができる。
【０１２８】
　ここで、画像形成動作中に、画像形成装置１への電源の供給が遮断されると、ＣＰＵ２
１は、上述と同様に、回生電力を用いて上記バックアップ処理を行う。すなわち、ＣＰＵ
２１は、モータ５０１～５０５から回生電力を得て動作し、不揮発性メモリ２７中の動作
情報を更新する。これにより、バックアップされている動作情報が実際の動作情報と略一
致している状態を保つことができる。したがって、画像形成装置１を、常に適正に画像形
成を行うことができる状態に保つことができる。
【０１２９】
　［その他］
【０１３０】
　なお、ＣＰＵは、特定のモータでのみ回生制動を実行させ、その回生電力によりバック
アップ処理を実行するように構成されていてもよい。
【０１３１】
　また、電源遮断時に限られず、他の理由によって画像形成装置が停止状態へ移行する場
合に、モータを回生制動させて、回生電力を用いたバックアップ処理を実行させてもよい
。例えば、用紙搬送部においてジャム（ＪＡＭ）が発生した場合や、定着装置で温度エラ
ーが発生した場合などにおいて、バックアップ処理を行うことができる。これにより、エ
ネルギーを有効に利用して消費電力を低減させ、かつ、バックアップを行えるときにＣＰ
Ｕ２１の負荷を小さくしつつバックアップし、確実に寿命管理を行うことができる。
【０１３２】
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　また、画像形成装置としては、モノクロ／カラーの複写機、プリンタ、ファクシミリ装
置などいずれであってもよい。また、画像形成装置は、スキャナ機能、複写機能、プリン
タとしての機能、ファクシミリ機能、データ通信機能、及びサーバ機能を備えたＭＦＰ（
Ｍｕｌｔｉ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎ　Ｐｅｒｉｐｈｅｒａｌ）であってもよい。スキャナ機能
では、セットされた原稿の画像を読み取ってそれをＨＤＤ等に蓄積する。複写機能では、
さらにそれを用紙等に印刷（プリント）する。プリンタとしての機能では、ＰＣ等の外部
端末から印刷指示を受けるとその指示に基づいて用紙に印刷を行う。ファクシミリ機能で
は、外部のファクシミリ装置等からファクシミリデータを受信してそれをＨＤＤ等に蓄積
する。データ通信機能では、接続された外部機器との間でデータを送受信する。サーバ機
能では、複数のユーザでＨＤＤ等に記憶したデータなどを共有可能にする。
【０１３３】
　また、画像形成装置は、用紙を搬送しながらその用紙に画像を形成するものに限られず
、例えばペンプロッタなど、静止状態にある用紙に対して記録部を移動させて画像を形成
するようなものであってもよい。この場合、記録部を駆動するためのモータから回生され
た回生電力を利用してバックアップを行うことにより、インクの残量など、寿命管理を確
実に行うことができる。
【０１３４】
　また、上述の実施の形態における処理は、ソフトウェアによって行っても、ハードウェ
ア回路を用いて行ってもよい。
【０１３５】
　また、上述の実施の形態における処理を実行するプログラムを提供することもできるし
、そのプログラムをＣＤ－ＲＯＭ、フレキシブルディスク、ハードディスク、ＲＯＭ、Ｒ
ＡＭ、メモリカードなどの記録媒体に記録してユーザに提供することにしてもよい。また
、プログラムはインターネットなどの通信回線を介して、装置にダウンロードするように
してもよい。上記のフローチャートで文章で説明された処理は、そのプログラムに従って
ＣＰＵなどにより実行される。
【０１３６】
　なお、上記実施の形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと考えられ
るべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され、
特許請求の範囲と均等の意味及び範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【０１３７】
　１，５１　画像形成装置
　２０　制御デバイス
　２１　ＣＰＵ
　２７　不揮発性メモリ
　３０　プリント部
　３００　トナー像形成部（記録手段の一例）
　３６０　現像ラックユニット
　５０１　メインモータ（モータの一例）
　５０２　定着モータ（モータの一例）
　５０３　黒現像モータ（モータの一例）
　５０４　カラー現像モータ（モータの一例）
　５０５　カラー感光体モータ（モータの一例）
　５５０　ラック駆動モータ（モータの一例）
　６００　電源部（電源電力供給手段の一例）
　７１０　消耗品
　７１９　不揮発性メモリ
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